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提 出 議 案 一 覧 表 

議 案 番 号 件            名 掲載頁 

 

第 50 号 議 案 

 

副市長の選任について 1 

 

第 51 号 議 案 

 

監査委員の選任について 3 

 

第 52 号 議 案 

 

固定資産評価員の選任について 6 



１ 

第 50 号議案 

 

   副市長の選任について 

 

 下記の者を舞鶴市副市長に選任したいので、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)

第 162 条の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

山 口 寛 士 

 

  平成 29 年 3 月 28 日提出 

 

舞鶴市長 多々見 良 三    

 

 

提案理由 

 副市長を選任したいので、地方自治法第 162 条の規定により提案する。 

 



２ 

 

参 考 

 

   地方自治法(昭和 22 年法律第 67号) 抜 粋 

 

 (副知事及び副市町村長の選任) 

第 162 条 副知事及び副市町村長は、普通地方公共団体の長が議会の同意を得てこ

れを選任する。 

 (副知事及び副市町村長の任期) 

第 163 条 副知事及び副市町村長の任期は、4 年とする。ただし、普通地方公共団

体の長は、任期中においてもこれを解職することができる。 

 (副知事及び副市町村長の欠格事由) 

第 164 条 公職選挙法第 11 条第 1項又は第 11 条の 2の規定に該当する者は、副知

事又は副市町村長となることができない。 

2 副知事又は副市町村長は、公職選挙法第 11 条第 1項の規定に該当するに至つた

ときは、その職を失う。 

 (副知事及び副市町村長の兼職・兼業禁止及び事務引継) 

第 166 条 副知事及び副市町村長は、検察官、警察官若しくは収税官吏又は普通地

方公共団体における公安委員会の委員と兼ねることができない。 

2 第 141 条、第 142 条及び第 159 条の規定は、副知事及び副市町村長にこれを準用

する。 

3 普通地方公共団体の長は、副知事又は副市町村長が前項において準用する第 142

条の規定に該当するときは、これを解職しなければならない。 



３ 

第 51 号議案 

 

   監査委員の選任について 

 

下記の者を舞鶴市監査委員に選任したいので、地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 196 条第 1項の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

瀬 野 淳 郎 

 

  平成 29 年 3 月 28 日提出 

 

舞鶴市長 多々見 良 三    

 

 

提案理由 

監査委員を選任したいので、地方自治法第196条第1項の規定により提案する。 

 



４ 

 

参 考 

 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号) 抜 粋 

 

 (監査委員の設置及び定数) 

第 195 条 普通地方公共団体に監査委員を置く。 

2 監査委員の定数は、都道府県及び政令で定める市にあつては 4人とし、その他の

市及び町村にあつては 2人とする。ただし、条例でその定数を増加することがで

きる。 

 (選任及び兼職の禁止) 

第 196 条 監査委員は、普通地方公共団体の長が、議会の同意を得て、人格が高潔

で、普通地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた

識見を有する者(以下この款において「識見を有する者」という。)及び議員のう

ちから、これを選任する。この場合において、議員のうちから選任する監査委員

の数は、都道府県及び前条第 2項の政令で定める市にあつては 2人又は 1人、そ

の他の市及び町村にあつては 1人とするものとする。 

(第 2 項 略) 

3 監査委員は、地方公共団体の常勤の職員及び短時間勤務職員と兼ねることができ

ない。 

4 識見を有する者のうちから選任される監査委員は、これを常勤とすることができ

る。 

(第 5 項 略) 

 (任期) 

第 197 条 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあつては

4 年とし、議員のうちから選任される者にあつては議員の任期による。ただし、

後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを妨げない。 

 



５ 

 (罷免) 

第 197 条の 2 普通地方公共団体の長は、監査委員が心身の故障のため職務の遂行

に堪えないと認めるとき、又は監査委員に職務上の義務違反その他監査委員たる

に適しない非行があると認めるときは、議会の同意を得て、これを罷免すること

ができる。この場合においては、議会の常任委員会又は特別委員会において公聴

会を開かなければならない。 

2 監査委員は、前項の規定による場合を除くほか、その意に反して罷免されること

がない。 

 (退職) 

第 198 条 監査委員は、退職しようとするときは、普通地方公共団体の長の承認を

得なければならない。 

 (親族の就職禁止) 

第 198 条の 2 普通地方公共団体の長又は副知事若しくは副市町村長と親子、夫婦

又は兄弟姉妹の関係にある者は、監査委員となることができない。 

2 監査委員は、前項に規定する関係が生じたときは、その職を失う。 

 

 

 



６ 

第 52 号議案 

 

   固定資産評価員の選任について 

 

 下記の者を舞鶴市固定資産評価員に選任したいので、地方税法(昭和 25年法律第

226 号)第 404 条第 2項の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

山 口 寛 士 

 

  平成 29 年 3 月 28 日提出 

 

舞鶴市長 多々見 良 三    

 

 

提案理由 

 固定資産評価員を選任したいので、地方税法第 404 条第 2項の規定により提案す

る。 

 



７ 

 

 

 

   地方税法(昭和 25 年法律第 226 号) 抜 粋 

 

(固定資産評価員の設置) 

第 404 条 市町村長の指揮を受けて固定資産を適正に評価し、且つ、市町村長が行う

価格の決定を補助するため、市町村に、固定資産評価員を設置する。 

2 固定資産評価員は、固定資産の評価に関する知識及び経験を有する者のうちから、

市町村長が、当該市町村の議会の同意を得て、選任する。 

3 2 以上の市町村の長は、当該市町村の議会の同意を得て、その協議によつて協同

して同一の者を当該各市町村の固定資産評価員に選任することができる。この場合

の選任については、前項の規定による議会の同意を要しないものとする。 

4 市町村は、固定資産税を課される固定資産が少い場合においては、第 1 項の規定

にかかわらず、固定資産評価員を設置しないで、この法律の規定による固定資産評

価員の職務を市町村長に行わせることができる。 

(固定資産評価員の兼職禁止等) 

第 406 条 固定資産評価員は、次に掲げる職を兼ねることができない。 

(1) 国会議員及び地方団体の議会の議員 

(2) 農業委員会の委員 

(3) 固定資産評価審査委員会の委員 

2 固定資産評価員は、当該市町村に対して請負をし、又は当該市町村において経費

を負担する事業について当該市町村の長若しくは当該市町村の長の委任を受けた

者に対して請負をする者及びその支配人又は主として同一の行為をする法人の無

限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準ずべき者、支配人及び

清算人であることができない。 

(固定資産評価員の欠格事項) 

第 407 条 次の各号のいずれかに該当する者は、固定資産評価員であることができな

い。 

(1) 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者 

参 考 



８ 

(2) 固定資産評価員の職務に関して罪を犯し刑に処せられた者 

(3) 前号に規定する者を除くほか、禁錮
こ

以上の刑に処せられた者であつてその執

行を終わつてから、又は執行を受けることがなくなつてから、2年を経過しない

者 

(4) 国家公務員又は地方公共団体の職員で、懲戒免職の処分を受け、当該処分の

日から 2年を経過しない者 

 


